一刻も早く現場に届く機動的支援を
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　大震災、原発、出荷停止、計画停電と、各地の現場は、未曾有の苦難の中にある。現場の人々が困難に立ち向かう努力には本当に頭が下がる。それに比較して、トップのほうはどうか。意気込みを込めた言葉は空しく踊るが、具体論はなく、現場の人々の心には響かない。我が身を捨ててでも現場の人々を守るのが国や企業のリーダーではないのか。瞬時に廃炉を前提に人々の命と生活を守る決断をするのが当然だったのに、会社の利益や自らの責任逃れが先に来てしまうのだろうか。

「大連立」だの、○○会議の創設だの、「形式」に時間をかける余裕はあるのだろうか。現場の人々の「いま」を何とかしないといけないという感覚は本当にあるのだろうか。家族も住む場所も家財も失った人々が生活を立て直すのは困難を極める。田畑を失ったり、放射能問題で農産物が売れなくなった農家も生活が破綻する。これは待ったなしの問題なのである。「風評被害」とは逆に、福島県産等の農産物を買い支えようという動きもあるが、全体としては、状況は深刻である。いますぐの生活費や補償がなくては行き詰まる。

しかし、「一義的には電力会社の責任で、足りなければ国も出す」とか、「まだ被害が確定できていないから不公平になるので」とか、そんなことを言っている場合だろうか。国の予算はもちろん、せっかく1千億円もの義援金が日本だけでなく世界中から届いているのに、その善意も、配分ルールがどうのこうのと言って、いま役立てなかったらどうするのだろうか。とりあえず、様々な被害に対して、暫定配分で各県に交付し、過不足は後で精算すればよいだけではないだろうか。
このような非常事態にあっては、現場に必要な手だてを早急に実施することが不可欠なのに、現行の法律・規則で何ができるかとかの解釈や手続きに時間を取られていてよいわけがない。法律が金科玉条なのではなく、現場の人々が元気になれることが先のはずだ。現場に合わないルールはあとで変えるとして、とにかくいまやるべきことを急がねば現場は持たない。
誰かが強力なリーダーシップをとって、「超法規的措置」であっても、自らが全責任をとる覚悟で現場に即効力のある対応をしなかったら間に合わない。なぜ、それができないのだろうか。結局、リーダー達は、これほどの事態であっても、現場の人々を守ることが第一ではなく、自らの責任を問われたくないという意識が先にきてしまうのだろうか。そうだとしたら実に悲しいことである。

現場では、自らの命をかけて人々のために頑張っている人たちがいる。何もできずにいる筆者が人のことをとやく言える立場にはないが、リーダーは、パフォーマンスや自らの保身や責任逃れに見えるような行動をやめ、この事態が収拾できたら即刻身を引くことを宣言し、いまこそ、我が身を犠牲にしてでも、拠って立つ人々のために最後の力を振り絞るべきだろう。

また、日本の多くの地域が未曾有の打撃を受けている状況において、さらに地域を不安に陥れるTPPの議論はこれ以上続けるべきでない。そもそも工業品も食料品も関税は低く、食料の海外依存度が60%にも達するほどに世界で最も「開国」された我が国において、さらに「開国」を徹底するというTPPは国家存立の「最後の砦」を自ら明け渡すようなものである。TPPと「強い農業」は両立しない。地域社会が崩壊し、国土が荒れ果てる中、安全な食料を安く大量に買い続けられると信じて突き進むのが日本の将来のあるべき姿なのか。
輸入牛肉の月齢制限、遺伝子組み換え食品の表示義務の撤廃をはじめとする食品安全基準の緩和、公的医療保険の崩壊、外国人雇用の増大など国民生活の根幹に関わる問題を国民に説明せずに、「農業の体質強化策を準備すればTPPに参加できる」かのような問題の矮小化は許されない。日本の産業構造、雇用、国民生活に激変をもたらすかもしれないTPP問題の本質を開示し、ゼロか100かの極論でなく、現実的で適切な選択肢はその中間にあることを冷静に見極め、TPPはリセットして、真の国家戦略を議論すべきである。
ただし、TPP問題を契機に真の「強い農業」を実現するための政策体系を再構築することは重要である。ただし、それは単純に規模拡大してコストダウンすることで果たせることではない。その努力も必要だが、それだけでオーストラリアなどの新大陸型農業国と同じ土俵で戦っても、とうてい競争にならない(写真)。「少々高くてもモノが違うから、あなたのものしか食べたくない」という消費者を、地元の地域や日本はもちろん、日本の食料品を高く評価してくれるアジアや世界につくることである。スイスの農業は、ナチュラル、オーガニック、アニマル・ウェルフェア（動物福祉）、バイオダイバーシティ（生物多様性）、景観などへの取組みをより徹底すれば、価格は割高でも消費者は納得して買ってくれる、その点で、他の国々の取組みの常に上を行くという自信を持っている。このように、環境にも動物にも生き物にも優しい生産過程で作られたものが人にも優しい「本物」になるという理解で生産者と消費者がつながってこそ何物にも負けない「強い農業」が実現できる。
今回の米価下落についても、大手小売・卸などによる所得補償を前提にした「買いたたき」が発端と指摘する声もある。目先の利益を得ても、農家が疲弊しコメ生産が崩壊すれば、関連業界も崩壊するし、消費者も身近でコメも手に入らなくなり、結局みんなが立ちゆかなくなる。生産者、関連業界、消費者がともに持続可能な「適正」な価格形成こそが、真に強固なシステムといえる。
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[写真] 西オーストラリアの小麦農家－この1区画で100ha、全部で5,800haを経営していても地域の平均より少し大きいだけで、適正規模は1万ha
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